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特 集

物価上昇の影響も加わって改善の遅れる家計収入、
ワークライフバランスの実現には長時間労働の解消が急務

－2008年度生活実態調査総括報告－

労 働 調 査 協 議 会

はじめに

本稿では、労働調査協議会が協力して2008年に

実施された労働組合の生活実態調査の中からいく

つかを取り上げ、組織労働者の生活や家計の状況

について概括的に紹介していく。本稿で取り上げ

る調査は、下表に示す通りである。調査結果の詳

細については各報告書を参照されたい。

調査を実施した労働組合の担当者に、当該組合

における生活実態調査の意義、調査結果で特徴的

な点、今後の課題などをまとめていただいた。

なお、公務員連絡会を除き、調査は2008年９月

の金融危機発生以前に実施されており、その後の

経済情勢や雇用状況の急変は織り込まれていない

点に留意されたい。

参考資料一覧

労 働 調 査 2009.2

組合名 報告書名 発行年 調査の実施時期 調査対象数
有効回収数
（有効回収率）

『2008年連合生活アンケート調査報告』 2009年 2008年6月～9月 40,100人 24,194人（60.3％）

『2008年連合パート・派遣等労働者生活アン
ケート調査報告』

2009年 2008年6月～8月

非正規労働
者（非組合
員を含む）
32,150人

12,658人（39.4％）

電機連合
『図表で見る電機労働者の生活白書
　　　　　　　　　　(調査時報第375号)』

2008年 2008年7月
男女既婚者
 5,000人

 4,341人（86.8％）

自動車総連 『2008年組合員生活実態調査報告』 2008年 2007年6月～8月 7,410人  6,677人（90.1％）

公務員労働組合
連絡会

『2008年度公務・公共部門員労働者の
　　　　　　生活実態に関する調査報告書』

2009年 2008年10月 17,650人 15,230人（86.3％）

日本郵政グループ
労働組合

『ＪＰ労組組合員の生活実態に関する
　　　　　　　　　　　　総合調査報告書』

2008年 2008年7月～8月 22,000人 7,853人（35.7％）

日本労働組合
総連合会
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特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

１．家計の状況

―改善の遅れる家計収支、

中高年層で多い赤字世帯―

(1) 家計収支感

家計収支に対する見方は、連合全体では「収支

トントン」が54.5％と最も多く、「繰り越しがで

きるゆとりがある」（黒字世帯）は23.4％、「貯

金の取り崩しでやりくり」（赤字世帯）が20.6％

となっている（第１図）。時系列でみると、「収

支トントン」が2000年、2002年と６割強であった

のに対し、2004年、2006年、今回と５割強に減少、

他方で黒字世帯は漸増傾向、そして赤字世帯の比

率は2004年以降漸減している。男性年齢別にみる

と、赤字世帯の比率は40代後半から50代にかけて

３割強と目立っている（第１表）。中高年層では

生活費がかさむ一方で収入が減少または伸び悩ん

でいるためである。

第１図 世帯の家計状況（連合）

第１表 世帯の家計状況（連合、男性年齢別）
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電機連合の場合、「収支トントン」が41.7％、

「貯金や繰越をすることができた」（黒字世帯）

が30.7％、「貯金の取り崩しでやり繰りした」（赤

字世帯）が24.7％で、前年とほぼ同じ結果である

（第２図）。

自動車総連では、「収支トントン」が57.7％、

「繰り越しができるゆとりがある」（黒字世帯）

が22.4％、「貯金の取り崩しでやりくりしている」

（赤字世帯）が18.6％である（第３図）。2006年

調査と変わらない。ＪＰ労組の調査結果をみると、

「収支トントン」（49.5％）が半数で、「貯金や

繰越しができる」（黒字世帯）が３割弱、「貯金

の引出しや借金でやりくり」（赤字世帯）が２割

となっており、2007年と変わらない（第４図）。

第２図 1998年以降の家計収支感の推移（電機連合・男性既婚者）

第３図 世帯の家計状況（自動車総連）

第４図 世帯の家計収支（ＪＰ労組）
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特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

いずれの組合も、収支均衡世帯が４割強～５割

台を占め、黒字世帯が赤字世帯を上回っており、

この１～２年は大きな変化がみられない点は共通

している。収入が多少増えたものの、税・社会保

険料の負担増や物価上昇により支出も増えたこと

により、家計収支の改善には結びつかなかったこ

とがうかがえる。また、中高年層で特に厳しい家

計収支となっている点も各組合に共通した特徴と

いえる。

(2) 昨年と比べた生活程度

公務員連絡会調査では［昨年の今頃と比べた生

活程度］をたずねている。＜楽になった＞：「か

わらない」：＜苦しくなった＞の三つに括ると、

3.7％：45.6％：52.0％で、昨年より＜苦しくなっ

た＞が５ポイント増えている（第２表）。公務員

連絡会は調査時期が10月と金融危機が表面化した

後であることから、急速な景気後退から心理的影

響を受けて生活程度感が悪化した可能性が考えら

れる。

(3) 家計の中で負担感の強い費目

電機連合調査から、この１年間位の家計状況で

負担感の強い費目（15項目中４つ以内選択）につ

いてみると、「住宅関係費」（70.5％）がもっと

も多く、以下「食費（外食含む）」（62.8％）、「自

動車関係費」（54.4％）、「税・社会保険料」（41.0

％）、「子どもの教育関係費」（38.6％）などが続

いている（第５図）。前年と比べて「食費」、「自

動車関係費」、「水道・光熱費」などの負担感が

高くなっており、調査実施時期における物価上昇

が影響していると思われる。

男性既婚者年齢別では、29歳以下や30代前半で

「旅行・レジャー・娯楽費用」、40代で「子ども

の教育関係費」が多い点が特徴である（第３表）。

なお、居住地を都市圏と地方部で比べると、「自

動車関係費」が地方で15ポイント以上も高く、通

勤手段として自家用車を利用するケースの多い地

方圏においてガソリン価格高騰による負担が大き

いことがわかる。

第２表 昨年の今頃と比べた生活（公務員連絡会）
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06年 0.5 2.6 45.9 38.1 9.8 2.3 0.8 3.1 47.9
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06年 0.4 2.1 43.3 40.0 11.4 2.1 0.6 2.5 51.4
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第５図 この１年間における家計の負担感の推移（電機連合・男性既婚者、４つ以内選択）＜上位項目＞

第３表 この１年間における家計の負担感（電機連合、４つ以内選択）＜上位項目＞
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15 ※濃い網かけ数字は2008年既婚者計との差が15ポイント以上多いことを示す
5 ※丸文字は比率の順位（第5位まで表示）
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▲

勤労者生活の現状と今後の課題

(4) 物価上昇について

2008年の前半は原油高と穀物価格急騰による物

価上昇が進んだ。この影響をみるために、連合調

査では物価に対する実感と、それへの対応をたず

ねている。物価の実感としては、性や年齢を問わ

ず、９割以上が＜高くなった＞と回答している（図

表省略）。

こうした物価上昇への対応としては、「何もし

ていない」は16.8％にとどまり、残り８割は何ら

かの対応をしている（第６図）。上位項目をあげ

ると「食費や外食回数を減らした」（45.0％）、「趣

味やレジャーの出費を減らした」（44.2％）、「衣

服や靴の購入を控えた」（43.1％）の三つが突出

しており、「光熱水費や通信費を減らした」（24.0

％）、「耐久消費財の購入や買替えを控えた」（20.7

％）、「預貯金を取り崩した」（18.3％）が２割前

後で続いている。外食を含めた食費の切り詰めの

ほか、比較的大きな支出を伴う趣味やレジャー、

衣服や靴、耐久消費財等といった“選択的消費”

を切り詰めの対象とする消費行動で対応している

ことがうかがえる。さらに、この間の食料品や光

熱水費の値上がりへの対策として、これらの費目

が節約の対象となっている。一方、子どもの教育

費の削減や住宅ローン返済方法の変更などには及

んではいないが、このことは、これらの支出が世

帯の家計にとって恒常的な出費を必要とする“固

定的支出”の性格が強いことによるものである。

このような要因が、前述したような、住宅ローン

や子どもの教育費負担が大きい中高年世帯におけ

る家計収支の厳しい見方の背景にあるといえよ

う。

第６図 最近の物価上昇への対応（連合、複数選択）
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２．賃金の増減と評価

―依然多い＜不満＞、

規模間格差がみられる賃金満足度―

(1) 所定内賃金の前年比増減

連合調査から、所定内賃金（2008年６月分）の

前年と比べた増減をみると、総計では＜増えた＞

が59.1％、「変わらない」が22.6％、＜減った＞

が14.7％となっており、全体としては、所定内賃

金は増加している（第７図）。前回調査に比べて

＜増えた＞はわずかに増加している。

第７図 前年と比べた所定内賃金（連合）
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特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

年齢別にみると、男女とも年齢が高いほど＜増

えた＞の割合が少なく、30代前半以下では６～７

割を占めていたものが、50代後半では２割前後に

低下し、＜減った＞が４割前後を占めている。こ

うした中高年層での賃金の減少や伸び悩みが、先

にみた中高年層における家計の厳しさのもう一つ

の要因となっている。

(2) 賃金への評価

連合調査から年間賃金に対する満足度をみる

と、「十分に満足している」（5.1％）と「まあ満

足している」（32.8％）を合わせた＜満足＞は37.

9％と4割弱で、「やや不満がある」（41.2％）と

「おおいに不満がある」（18.6％）を合計した＜不

満＞（59.8％）が６割を占めている（第８図）。

2006年調査とほぼ同じ結果である。2006年調査で

は2004年調査より＜満足＞が増え、賃金評価が改

善されたが、今回は改善が足踏みとなっており、

依然として＜不満＞が＜満足＞を上回っている。

民間について企業規模別にみると、規模が小さ

いほど不満は強く、＜不満＞比率は1000人以上で

は５割台だが、300人以上では6割台、299人以下

では７割に達している。

男性年齢別にみると、各年齢層共通して＜不

満＞が＜満足＞を上回っているが、比率に着目す

ると、＜満足＞比率は30代後半まではほぼ４割で

推移しているが、40代以降低下して50代では２割

台となっており、中高年層で満足度が低下する傾

向がみられる（第９図）。

第８図 現在の年間賃金総額への満足度（連合）
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第９図 現在の年間賃金総額への満足度（連合、男性年齢別）

自動車総連の場合、＜満足している＞（43.4％）

は4割強で、＜不満がある＞（54.8％）が半数強

を占める（第10図）。連合全体と同様、2006年調

査と比べ満足度には変化がみられない。連合と自

動車総連に共通して、＜不満＞が＜満足＞を上

回っており、賃金への評価は依然として厳しいも

のとなっている。

第10図 現在の年間賃金総額への満足度（自動車総連）
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特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

３．労働時間の現状と生活・健康への影響

―長時間労働の人ほど多い

ストレスや健康不安―

(1) 時間外労働時間

連合調査によると、2008年６月に所定労働時間

を超えて働いた実際の時間は平均23.7時間で、

2006年調査と同程度である（第４表）。業種別に

平均値をみると、サービス・一般（28.0時間）と

建設・資材・林産（27.1時間）が上位を占め、製

造業・金属（26.0時間）、製造業・その他（25.1

時間）、交通・運輸（25.0時間）、製造業・化学

（24.4時間）などが25時間前後で続いている。

また、時系列で比較すると、製造業・化学、製

造業・その他、資源・エネルギー、情報・出版、

サービス・一般、その他非製造業、公務・公営で

は、時間外労働時間の増加傾向がみられる。

第４表 2008年６月に所定労働時間を超えて働いた時間（連合）＜平均値：時間＞

(2) 時間外労働の増減

１年前と比べた時間外労働の増減についてみ

ると、連合調査では「変わらない」（43.1％）が

４割強を占め、＜増えた＞（27.8％）と＜減っ

た＞（25.7％）がともに３割弱である（第11図）。

なお、2006年調査と比べると、＜増えた＞比率は

変わらないが、＜減った＞は４ポイント増加し、

時間外労働はわずかながら改善傾向がうかがえ

る。

電機連合調査では、現在の総労働時間の１年前

と比べた増減をたずねている。男性計では「変わ

らない」が45.7％で、＜増えた＞（28.9％）が３

割弱を占める一方、＜減った＞（23.8％）も２割

強みられる（第12図）。「変わらない」が多いが、

＜増えた＞と＜減った＞との関係をみると、全体

として労働時間がやや増えたと認識されてる。

2
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その他非製造業 23.7 22.1 18.9 585

２９９人以下 24.0 23.4 21.5 2325

３００人以上 24.0 24.3 22.6 3387

１０００人以上 24.7 25.0 23.5 14531

公務・公営計 18.9 16.9 16.1 3293
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種
別

企
業
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第11図 １年前と比べた時間外労働の増減（連合）

第12図 １年前と比べた総労働時間の増減（電機連合・男性既婚者）

(3) 労働時間の長さ

自分の現在の総実労働時間をどのように感じて

いるかについては、連合調査では「非常に長いと

思う」（12.2％）と「やや長いと思う」（35.3％）

とを合わせた＜長いと思う＞（47.5％）が半数弱

で、「適正だと思う」（46.9％）と回答は二分さ

れており、＜短いと思う＞（4.1％）は少ない（第

13図）。このような結果は2006年調査と共通して

いる。

電機連合の場合、49.7％が自分の労働時間を

＜長いと思う＞としている。2006年調査と比べる

と、＜長いと思う＞は３ポイントとわずかに減少

している。

自動車総連の回答も＜長いと思う＞（49.5％）

と「適正だと思う」（44.1％）に二分されており、

＜短いと思う＞（5.2％）は少数である。ちなみ

に、2006年調査では＜長いと思う＞（58.0％）は

６割弱を占めており、今回はこれが８ポイント減

少している。所定外労働時間の減少を反映した結

果である。

２年前と比べて改善がみられるものの、自らの

労働時間を長いと感じている人がほぼ半数を占め

ている点は三つの調査に共通しており、長時間労

働の改善は依然として大きな課題となっている。

第14図は、連合調査について１ヶ月の時間外労

働時間別に労働時間の評価を示したものである。

時間外労働時間が長いほど「適正」が減少し、＜長

い＞が増加しており、「適正」と＜長い＞がちょ

うど拮抗するのは20～30時間未満である。時間外

労働が月30時間を超えると、労働時間が長いと感

じる人が多くなっている。
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第13図 自分自身の現在の総実労働時間について（連合、電機連合、自動車総連）

第14図 月時間外労働時間別にみた自分自身の現在の総実労働時間について（連合）

(4) 働き方が健康やワークライフバランスに及ぼ

す影響

第15図は連合調査から、時間外労働時間別にス

トレスの有無を示したものである。時間外労働時

間が長いほど、ストレスを感じる人が多くなるこ

とが確認できる。時間外労働がない場合や10時間

未満では、「常に感じている」は１割台に過ぎな

いが、時間が長くなるとともに増加し、40時間台

で２割台、70時間を超えると４割前後に跳ね上

がっている。
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第15図 仕事上で精神的なストレスを感じることの有無（連合）

電機連合調査から、過重労働が体力面、メンタ

ル面に及ぼす影響をみてみよう。１ヶ月の時間外

労働時間別では、30時間を超えて40時間に達する

あたりになると［今の働き方が続くと体力がもた

ない］、［今の働き方が続くと心の病になる］と

いった＜不安＞が半数を超え、体力面では60時間

を超えると８割近くに達している（第16図）。裁

量・みなし勤務者の月間総労働時間別では、月200

時間（１日あたり約10時間）を超えると体力面、

メンタル面ともに＜不安＞の比率が大きく増加

し、月240時間（１日あたり約12時間)以上になる

と体力面で約９割、メンタル面では７割が＜不

安＞を感じるようになる。長時間労働が身体面、

メンタル面の双方に大きな悪影響を及ぼしている

ことがうかがえる。

第17図は、電機連合調査から労働時間が［仕事

と生活のバランス評価］に与える影響をみたもの

である。当然のことながら労働時間が長くなるほ

ど＜仕事中心＞という人が多くなり、「適度に配

分」という人が少なくなっている。特に、時間外

が30時間を超えると＜仕事中心＞が８割近くに達

している。また、裁量・みなし勤務者の総労働時

間別では、180時間を超えた時点で７割が＜仕事

中心＞となり、220時間以上になると９割を超え

ている。長時間労働によって仕事と生活のバラン

スがくずれ、家庭生活や私生活の質が低下してい

ることがうかがえる。

労 働 調 査 2009.2

20.9

15.6

15.4

16.9

18.8

19.9

25.1

27.2

29.1

37.7

40.6

24.4

20.7

22.8

22.6

25.4

26.7

27.9

27.2

28.3

26.9

27.6

36.4

36.6

39.0

40.6

39.4

38.5

34.9

33.8

34.3

27.3

21.9

10.1

7.7

6.4

5.7

15.3

23.5

20.3

17.4

13.9

12.6

10.4

2
.
0

3
.
0

1
.
9

2
.
0

1
.
8

1
.
6

1
.
1

1
.
1

0
.
6

2
.
0

1
.
6

1
.
0

0
.
6

0
.
6

0
.
4

0
.
7

0
.
7

0
.
6

0
.
6

1
.
2

0
.
3

0
.
6

連合計　　　　　　

なし　　　　　　

10時間未満　　　

10～20時間未満　

20～30時間未満　

30～40時間未満　

40～50時間未満　

50～60時間未満　

60～70時間未満　

70～80時間未満　

80時間以上　　　

常
に
感
じ
て
い
る
　

感
じ
る
こ
と
が
多
い

時
々
感
じ
て
い
る
　

あ
ま
り
感
じ
な
い
　

ま
っ
た
く
感
じ
な
い

無
回
答
　
　
　
　
　

件
数

24194

3449

2417

3339

3164

2438

1768

882

642

297

688

＊
感
じ
て
い
る
計

81.7

72.9

77.2

80.1

83.5

85.1

87.9

88.2

91.7

91.9

90.1

月
時
間
外
労
働
時
間
別



17労 働 調 査2009.2

特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

第16図 体力面・メンタル面の＜不安＞の比率（電機連合）

第17図 仕事と生活のバランス（電機連合）
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４．現在の生活への評価

―低下する生活全体の満足度―

(1) 生活全体への満足度

連合調査から現在の生活への満足度をみる

と、「十分満足している」と「まあ満足してい

る」を合計した＜満足＞は45.1％、「やや不満

がある」と「おおいに不満がある」を合わせた

＜不満＞は53.8％となっており、＜不満＞が

＜満足＞を９ポイント上回っている（第18図）。

時系列でみると、前回微減した＜満足＞比率は

今回調査でも減少しており、満足度は低下傾向

にある。

自動車総連では＜満足＞が45.3％、＜不満＞が

53.8％で、連合同様＜不満＞の方が多くなってい

る。時系列でみても、連合と同じく2004年以降満

足度が低下している。

電機連合の場合は＜満足＞51.0％、＜不満＞

47.3％と＜満足＞が若干上回っているが、2004年

と比較して満足度が低下している。

以上の結果によると、三つの調査に共通して、

2004年と比べて生活全体の満足度は低下している

ことが明らかになっている。

第18図 現在の生活への満足度（連合、自動車総連、電機連合）

第19図は電機連合調査について男性既婚者年齢

別および企業規模別にみたものである。20代から

30代前半にかけては＜満足＞が＜不満＞を大きく

上回っているが、30代後半になると＜不満＞が増

加し始め、40代前半では＜不満＞が＜満足＞を上

回っている。さらに、40代後半以降では＜不満＞

が10ポイント近く上回っている。中高年層の家計

の厳しさが生活満足度にも影響を及ぼしていると
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▲

勤労者生活の現状と今後の課題

思われる。

企業規模別でみると、5000人以上の企業では

＜満足＞が＜不満＞を18ポイントと大きく上回っ

ているが、それより小さい規模の企業では＜満

足＞と＜不満＞が拮抗している。

第19図 日頃の生活全体の満足度（電機連合）

公務員連絡会では、＜満足＞54.6％、＜不満＞

43.0％で、＜満足＞が＜不満＞を12ポイント上

回っている（第５表）。＜満足＞の水準は昨年同

様である。性別でみると、男性の＜満足＞：＜不

満＞は52.2％：45.4％、女性は61.6％：36.0％と

なる。年齢別では、男女とも若年層で＜満足＞比

率が高いことが特徴である。そのピークは男女と

も20代前半で、男性72.1％、女性では80.5％であ

る。これとは対照的に、＜満足＞が少ないのは男

性では40代後半から50代前半（40％強）、女性で

は50代前半（50％）である。

両調査から明らかな点は、男性中高年層で不満

が多いことである。

(2) 生活諸側面の評価

電機連合調査では、生活の11の側面について、

「かなり満足だ」から「大いに不満だ」までの４

段階で評価をたずねている。「やや不満だ」と「大

いに不満だ」を括った＜不満＞の比率でみると、

「税金（所得税・住民税）」が90.4％、「健保・

年金など社会保障の現状」が77.5％で、この２項

目に関しては大半が不満（不安）を感じている（第

20図）。以下、「貯蓄水準」（70.9％）では７割、

「会社が行なうキャリア開発」（60.0％）でも６

割が不満としている。さらに「賃金水準」や「家

族と過ごす時間」でも＜不満＞は５割を超えてい

る。
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第５表 昨年の今頃と比べた生活（公務員連絡会）

第20図 日頃の生活評価（電機連合・男性既婚者、＜不満＞の比率）
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男性計      2.7 49.5 37.3 8.1 2.4 52.2 45.4
07年 3.0 48.9 38.5 8.0 1.6 51.9 46.5

06年 2.6 49.0 38.8 8.6 0.9 51.6 47.4
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55歳以上     3.2 42.9 40.1 10.2 3.6 46.1 50.3

女性計      3.9 57.7 31.4 4.6 2.3 61.6 36.0
07年 3.8 57.7 31.5 4.9 2.0 61.5 36.4

06年 2.5 55.5 34.9 5.4 1.8 58.0 40.3

24歳以下   3.2 77.3 15.6 0.6 3.2 80.5 16.2

25－29歳    4.8 71.0 21.3 1.7 1.2 75.8 23.0

30－34歳    5.7 63.9 25.6 2.8 2.1 69.6 28.4

35－39歳    5.0 57.3 32.7 3.5 1.7 62.3 36.2

40－44歳    4.2 53.5 35.1 5.2 2.0 57.7 40.3

45－49歳    2.9 51.0 38.3 5.1 2.7 53.9 43.4

50－54歳    2.0 48.1 38.8 8.1 3.1 50.1 46.9

55歳以上   2.8 55.9 29.5 8.0 3.8 58.7 37.5

年
齢
別

年
齢
別

9
0
.
4

7
7
.
5

7
0
.
9

6
0
.
0

5
4
.
9

5
4
.
6

5
4
.
0

5
1
.
7

4
3
.
7

4
1
.
2

2
8
.
8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

税
金
―
所
得
税
・
住

民
税　
　
　
　
　
　

健
保
・
年
金
な
ど
社

会
保
障
の
現
状　
　

貯
蓄
水
準　
　
　
　

会
社
が
行
な
う
キ
ャ

リ
ア
開
発　
　
　
　

育
児
・
介
護
等
の
支

援
制
度　
　
　
　
　

賃
金
水
準　
　
　
　

家
族
と
過
ご
す
時
間

我
が
家
の
レ
ジ
ャ
―

水
準　
　
　
　
　
　

仕
事
自
体
の
や
り
が

い　
　
　
　
　
　
　

労
働
時
間
・
休
日
・

休
暇　
　
　
　
　
　

現
在
の
住
居　
　
　

男性既婚者計



21労 働 調 査2009.2

特 集

▲

勤労者生活の現状と今後の課題

公務員連絡会調査では、生活諸側面への評価を

みるために15の課題を取りあげ、それぞれについ

て５段階（「１．かなり満足」から「５．大いに

不満」）評価で回答を求めている。「やや不満」

と「大いに不満」を合計した＜不満＞比率に着目

すると、［老後への備え］（61.5％）、［わが家の

貯蓄水準］（51.0％）、［賃金水準］（49.9％）、［職

場・職域の将来展望］（47.9％）で不満が高くなっ

ている（第21図）。官民共通して、老後、貯蓄、

キャリア、賃金などへの不安や不満が強いことが

示されている。

第21図 生活諸側面についての評価（公務員連絡会）
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５．非正規労働者の生活実態

―賃金、雇用、スキルアップへの不安・不満が強い―

非正規労働者の増加に伴い、近年労働組合は非

正規労働者の組織化や労働条件改善に力を入れる

ようになってきた。「ワーキングプア」などとの

関連で、非正規労働者の労働や生活の実態は社会

的にも関心を集めている。そこで、非正規労働者

（非組合員を含む）を対象に連合が実施したアン

ケート（「パート・派遣等労働者生活アンケート」）

からその生活実態についてみていこう。

世帯の中で本人の収入が最も多い「主稼得者」

に限定して自分自身の賃金評価をたずねたところ、

「十分だと思う」は8.2％、「十分ではないがな

んとか暮らせる」は40.9％で、両者を合わせた＜生

活維持可能＞は49.1％である（第22図）。他方、

「やや不十分である」と「かなり不十分である」

を合わせた＜不十分である＞は46.1％で、両者は

拮抗している。生活維持の観点からみて半数近く

が自分の賃金では不十分であると評価している。

第22図 本人の賃金について（連合・非正規）

非正規労働で働く理由を、順位を無視した３つ

以内選択の結果からみると、「生活を維持する」

（50.1％）がトップ、以下、「正社員の仕事につ

けなかった」（43.4％）、「ある程度労働時間・労

働日が選べる」（37.4％）、「家計のゆとりや将来

への備え」（29.8％）が主な理由である（第23図）。

これらの中で一番重要な理由をみると、「生活を

維持する」（24.7％）や「ある程度労働時間・労

働日が選べる」（13.7％）より「正社員の仕事に

つけなかった」（29.4％）が多く、トップを占め

ている。正規採用の抑制など、正社員の非正規労

働者への置き換えが進む現状の下で、非正規労働

という働き方を余儀なくされた人が多いことが浮

き彫りとなっている。

非正規労働者は職場生活でどのような点に不満

や不安を抱いているのだろうか。20項目から該当

するものをいくつでも選んでもらった。「不安や

不満はない」は１割にとどまり、ほとんどの人が

不安・不満をあげている（第24図）。その内容と

しては「賃金・一時金が安い」（48.5％）が５割

弱と突出しており、これらに続いて「能力の向上

が賃金増に結びつかない」（23.4％）、「正社員にな

れない」（23.3％）、「解雇や雇止め」（21.7％）が

各２割台で上位に並んでいる。以下、「仕事の進

め方や上司の指示が悪い」（19.9％）、「有給休暇

がとりにくい」（18.1％）が２割弱で続いている。
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第23図 非正規で働く理由（連合・非正規、３つ以内選択と一番重要な理由）

第24図 職場生活に対する不安や不満（連合・非正規、複数選択）

低賃金であることへの不満が際立って多い点に

加え、正社員になれないことや解雇などの雇用の

問題への不満・不安が大きいことが特徴である。

加えて、能力向上が処遇に結びつかない点や教育

労 働 調 査2009.2
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▲

勤労者生活の現状と今後の課題

 一番重要な理由(N=11586)
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１．内閣府の景気動向指数研究会は2009年１月29日、2002年２月に始まった第14循環の景気拡張の山を2007年10月に暫

定的に設定した。

２．内閣府の消費動向調査によると、消費者心理を示す消費者態度指数（一般世帯、原数値）は2009年１月は26.4で、

2008年７月と比べて５ポイント低下している。同指数を構成する各消費者意識指標のうち、「雇用環境」指標は17ポ

イントと大きく低下し、「収入の増え方」も５ポイント減少している。また、同調査では１年後の物価見通しについ

てたずねているが、「上昇する」の回答割合は2008年7月の89.3％に対し、2009年1月は59.2％に低下している。この

間の経済情勢、雇用状況の大きな変化を裏付ける結果と言えるだろう。
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訓練機会の少なさ、有給休暇の取りづらさなど、

多領域にわたる不満・不安があげられている。

非正規労働者の少なからぬ部分が、生活維持の

ために就労しており、望んでも正社員になれずにや

むを得ず非正規で就労している人が少なくない。

しかも、賃金水準が低く生活維持に＜不十分＞と

感じている人が多く、賃金水準の底上げが急務と

いえる。こうした低賃金への不満に加え、仕事能

力と賃金とのミスマッチ、正社員になる見通しが

持てないことや現在従事している仕事がスキルアッ

プにつながらないことなども、非正規労働者に

とって大きな不満・不安となっており、正社員への

転換を含めた雇用の安定と、スキルアップを実現

できる仕組み作りを進めていく必要があるだろう。

おわりに

2008年前半、景気は引き続き緩やかながら回復

基調にあると言われていた
１
。企業業績もおおむ

ね好調で、多少とも賃金や一時金の上昇がみられ

た。その一方、急激な原油高と穀物価格上昇によ

り、夏には物価が十数年ぶりの高い伸びを記録し

た。ガソリン価格や食料品の値上げがたびたびマ

スコミで報じられ、先行き不安から消費を引き締

める動きも出るようになった。本稿で取り上げた

調査の多くは、実施時点におけるこうした状況を

踏まえて回答されており、回答結果には物価上昇

とそれに伴う先行き不安が影を落としている。

９月のリーマンショック以降、金融危機にとも

なって景気は急速に悪化し、非正規労働者からは

じまった雇用調整の波は現在正社員にも及んでい

る。仮に現時点で同様の調査が行われたとしたら、

かなり異なった結果になるだろうと想像される２。

生活実態調査の結果からは、賃金への評価、家

計収支感、生活程度感のいずれも目立った改善は

みられない。物価上昇の中、食費の切り詰めや、

趣味・レジャーの抑制、耐久消費財等の買い控え

など節約につとめている様子がうかがえる。中高

年層では住宅ローンや教育費の負担が重い一方、

賃金は減少または伸び悩んでおり、相変わらず厳

しい家計状況となっている。労働時間については、

長時間労働の改善が進んだ産業や組合もあるが、

全体としては依然として恒常的に長時間労働を余

儀なくされている労働者が少なくない。長時間労

働は肉体面、精神面の健康にとって大きなリスク

となるだけでなく、ワークライフバランスを阻害

する要因ともなっている。また、依然として税金、

社会保障など政策・制度に関わる課題への不満が

多く、引き続き大きな課題である。

他方、非正規労働者については、低賃金など労

働条件への不満が多いが、雇用の不安定さや、正

社員になれないことへの不満も強い。製造業をは

じめとして、派遣など非正規労働者の大規模な雇

い止めや解雇が進められている現在、非正規労働

者はさらに厳しい状況に置かれていると思われる。

行政も対策に乗り出しているが、緊急対応にとど

まらず法改正を含めた抜本的な見直しが必要である。

「100年に一度」といわれる厳しい経済情勢に

あるだけに、労働組合へ期待と注目も高まってお

り、取り組みの一層の充実が求められている。


